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2003年 
国際刑事裁判所設置 
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2009年よりWFMがICR2P事務局 
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グローバル ガバナンスの空白 

ガバナンスの空白 気候変動、金融危機 

など 

国際的機構 
UN   WTO 

IMF   World Bank 

G20 etc. 

地域的機構 
EP   PAP   EALA 

Parl. del Mercosur etc. 

EU   AU 

NAFTA  Mercosur 

etc. 

主権国家 
192 カ国中115カ国が 

 “民主的代表制”を採用 

National 

governments 

レベル 

民主的代表制 政治的意思決定 
地球的規模の 

諸問題 
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国連議員総会 



 a European Parliament recommendation to the Council on 
the 66th Session of the United Nations General Assembly 
(2011/2030(INI))Committee on Foreign Affairs 
 
Final recommendations (bf) 
 to advocate the establishment of a United Nations 
Parliamentary Assembly (UNPA) within the UN system in 
order to increase the democratic character, the democratic 
accountability and the transparency of global governance 
and to allow for better citizen participation in the activities 
of the UN, acknowledging that a UNPA would be 
complementary to existing bodies, including the Inter-
Parliamentary Union; 
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UNPA規定の総会承認で設置可能 

第22条 総会は、その任務の遂行に必要と認  
める補助機関を設けることができる。 

第4章 総会 
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G20カンヌ・サミット（11月3－４日） 

 

－G20サミット史上初めて金融取引税が正式に議論される 
   賛同国： フランス、ドイツ、スペイン、ブラジル、アルゼンチンなど 

     反対国： 米国、英国、カナダなど 

 

サミット最終宣言 
   開発のニーズに対応するために，徐々に新たな資金源を見出すこと

が必要となることに合意…我々の一部の国における，特に開発支援
のための，金融取引税を含め，様々な目的のために金融セクターに
課税するイニシアティブを認識 
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－ビル・ゲイツ： G20カンヌ・サミットに特別レポートを提出 

    「影響を及ぼす革新：２１世紀開発のための資金調達」 

 ・サミットコ最終宣言： 

  「我々は，先進的な市場コミットメント，海外移民のための債券，船舶燃料への
税制，たばこ税，及び様々な金融税制の仕組みといった，ビル・ゲイツ氏の強
調した革新的な財源の一連の選択肢について議論」 

－ジョージ・ソロス： 「Open Society Foundations（OSF）」主宰 
 

★ソロスの「OSF」や「ミリンダ＆ゲイツ財団」という巨大財団が金融取引税・革新的
資金調達などをテーマに市民社会との連携を図っている 

 

－ノーベル経済学賞受賞者：  

  ジョセフ・スティグリッツ（コロンビア大学） 

  ポール・クルーグマン（プリンストン大学）  
 

－ローマ法王庁（法王べネディクト16世）、英国国教会（ウィリアム大主教） 
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 種 類   世 界   日 本 

株式 59.1兆ドル 
（時価総額） 

300兆円 
（2011年時価総額） 

債券 66.3兆ドル 911兆円（2010年3月末） 

デリバティブ 
（金融派生商品） 

601兆ドル 
（想定元本含む） 

4,739兆円 
（2011年6月末想定元本含む） 

外国為替  955.4兆ドル 8,800兆円 
（2010年の円取引） MDGs 
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欧州委員会の金融取引税提案（2011年9月） 

 

●外国為替のスポット取引が課税対象外 
 

• 目  的：①EU加盟国の財政再建への寄与、②投機的取引の抑制 

• 課税対象：EUに拠点を置いている金融機関 

• 課税方法：株式と債券取引に0.1％、デリバティブ取引に0.01％ 

• 税収見込み：年間約570億ユーロ（約6兆円） 

• 実施時期：2014年1月から  
 

－課題として、 

  １）英国やスウェーデンが反対しておりEU規模での導入が難しいこと 

    （ドイツなどは厳しければユーロ圏で導入すべきという意見） 

  ２）税収がEU並びに加盟国の財源となり国際連帯税的な要素がない 

    こと 
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国際連帯税としての金融取引
税 

●金融取引のうち外国為替取引だけに課税   
 

• 目  的： 世界の貧困や気候変動対策のための資金創出 
• 課税方法：①世界規模－主要通貨の為替取引に0.005％ 

         ②日本だけ－円だけの為替取引だけに0.005％ 
           （通貨取引開発税 CTDL） 

• 税収見込み： ①年間330億ドル（2007年）、②年間6,000億ドル 
  

⇒“国際連帯税創設を求める議員連盟”の委託による国際連帯 

 税推進協議会（座長：寺島実郎・日本総合研究所理事長）最終報告書  

  「環境・貧困・格差に立ち向かう国際連帯税の実現をめざして」より 
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円高対策としての金融取引税 

 
●金融取引のうち外国為替取引だけに課税し円への投機
アタックを抑制する 

 

• 今日日本経済を襲っている超円高の最大要因は、ヘッジ
ファンド等の投機マネー 

 「日本に居座る投機筋、超円高は終わらない＝日本経済新聞」 

  （2011/10/25 電子版） 

  －円相場は8月19日の最高値更新後、１ドル＝80円を上回る超円高水  

   準にぴたりと張り付いたまま。 

  －なぜか。原因は投機筋が日本に居座っている、つまり円に資金を置 

    き続けているから。 
 

⇒10月末以降、過去最大の9兆916億円という為替介入を行った
が、いぜんとして「投機筋が日本に居座っている」状態 
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円高投機マネー抑制のメカニズ
ム 

 

●目標為替レートと最高許容レートを設定し、市場レートがかい離
した場合、自動的に税率を発動させる。 

 
 

＜通貨取引税を駆使した抑制メカニズムの例＞ 

・目標為替レート： 過去10年間の平均為替ルート（00年～10年） 

            … 118円50銭（A） 

• 最高許容レート： （A）の30％以内…82円95銭   

• 課徴金的要素を持つ税率： 0.01～0.05％課税 

 （・許容レート内であれば、超低率の0.005％課税を実施） 
 

＜スイス当局の通貨高抑制メカニズム＞ 

• 目標為替レート： 対ユーロ相場を１ユーロ＝1.2フランに事実上固定 

• 為替介入： １ユーロ＝1.2フランからかい離した場合、無制限のスイス
フラン売りを実施 
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国内問題 

国際問題 

地球規模問題 
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